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1．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

1）対象地域 

 本地域循環型社会形成推進地域計画は、現在、紋別リサイクルセンターにて資源ごみを

搬入し処理している紋別市、滝上町、興部町、西興部村、雄武町の西紋別地区 1市 4町村

とする。 

 

（1）廃棄物処理 

① 対象地域の人口と面積 

 本地域循環型社会形成推進地域計画の対象都市と人口及び面積を表 1.1 に示す。 

 

表 1.1 関係自治体の人口と面積 

自治体名 人口（人） 面積 （㎞²） 

紋別市 21,156 830.70 

滝上町 2,460 766.89 

興部町 3,740 362.45 

西興部村 1,046 308.12 

雄武町 4,328 637.06 

合計 32,730 2,905.22 

（令和 2年度末） 

 

（2）生活排水処理 

① 対象地域の人口と面積 

 表 1.1 に示される。ただし、現在合併浄化槽設置整備事業の下で、浄化槽整備を進

めているのは、紋別市、滝上町、雄武町の 1市 2町であることから、計画対象は 1市

2町とする。 

 

2）計画期間 

 本計画の廃棄物処理計画は、令和 3年 4月 1日から令和 8年 3月 31 日までの 5年間を

計画期間とする。 

なお、紋別市、滝上町及び雄武町は「循環型社会形成推進交付金事業」として令和元年

から令和 5年を計画期間として、浄化槽設置整備事業を申請済みである。 

そのうち、紋別市と滝上町は「循環型社会形成推進地域計画」の代替として、「生活排

水処理計画」を提出していたが、それらは今回の計画の中に取り込むものとする。 

しかし、雄武町は令和元年から令和 5年を計画期間として、単独で「循環型社会形成推

進地域計画」を提出していたため、今回の紋別地域計画への統合に伴い、令和 2年度で単

独の地域計画を終了させ、今回の計画に統合する。 

今後、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直
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す。 

 

3）基本的な方向 

紋別市、滝上町、興部町、西興部村及び雄武町は、オホーツク総合振興局管内北部のオ

ホーツク海を望む沿岸部から北見山脈の山間部までに位置し、豊かな自然を守るため、ご

みの減量、資源化に取り組みながら適正処理を行うための施設整備を進めている。 

現在は、廃棄物の適正処理のための基本的な施設整備は終了しているが、平成 12 年に

稼働開始したリサイクル施設が老朽化したことから、施設の更新を視野に当地域の廃棄物

処理の現状と将来の方向性について検討する。当地域の廃棄物処理の基本的な方向は以下

の通りである。 

➢ 循環型社会形成に向けた廃棄物処理 

3R の実現に向けた廃棄物処理を目指す。 

➢ 廃棄物の発生・排出の抑制 

廃棄物の発生・排出抑制のため、3R を定着させ、徹底化を図っていく。 

➢ 廃棄物の適正処理 

ごみとして排出されたものを安全かつ衛生的に適正な処理を行う。また不

法投棄等の不適切処理に対する防止対策を推進していく。 

➢ 必要な処理体制の強化 

廃棄物の循環型処理及び適正処理を行うため、体制の強化を図っていく。 

➢ 災害時の廃棄物処理に対する連携の構築 

それぞれの市町村に災害廃棄物処理計画の策定を依頼し、災害時に発生す

る廃棄物の広域的処理体制の確保を図るため、本グループの連携体制を確

立する。 

 

また、快適で衛生的な生活環境のため合併浄化槽の整備を進めることとする。 

 

4）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

紋別市、滝上町、興部町、西興部村、雄武町の 1市 3町 1村（以下「本グループ」とい

う。）と佐呂間町、生田原町、遠軽町、丸瀬布町、白滝村、上湧別町、湧別町の 6町 1村

（以下、「東紋グループ」という。）から構成される遠紋ブロックでは、平成 9年 12 月に

北海道が策定した「ごみ処理の広域化計画」に基づき、「遠紋ブロックごみ処理広域化基

本計画」（以下「広域化基本計画」という。）を平成 12年 2月に策定した。この広域化基

本計画に沿って、本グループでは、平成 12年 10 月に稼働した紋別リサイクルセンターに

資源ごみの集約を開始し、平成 12年 4月に改正施行された容器包装リサイクル法の対象

となる容器包装廃棄物等の資源化に努めてきた。また、平成 21年から平成 26年にかけ

て、「西紋別地区環境衛生組合」のもとで、破砕選別施設と最終処分場、エネルギー回収
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施設（熱回収施設）を整備したことで施設の集約化を図り、本グループ」から発生する廃

棄物の効率的な処理を推進している。 

 

5）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

住民がプラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物の排出を

抑制するよう、また認定プラスチック使用製品を使用するよう啓発・情報提供を行う。 

従来よりプラスチック容器包装廃棄物を分別収集し、紋別リサイクルセンターにて分

別・圧縮梱包した後、容器包装リサイクル法に基づく指定法人に再商品化を委託してい

た。当該施設は稼働後 20年を経過することから、令和 4～7 年度に新設工事を行い、プ

ラスチック使用製品廃棄物とプラスチック容器包装廃棄物の選別能力の向上を図る。分別

の基準については、プラスチック使用製品廃棄物の分別収集の手引きと設置する機械の能

力等を踏まえて検討する。 
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2 循環型社会形成推進のための現状と目標 

1）一般廃棄物等の処理の現状 

 本地域（紋別市、滝上町、興部町、西興部村及び雄武町）のごみ処理フローを図 2.1 に

示す。平成 30年度の紋別市、滝上町、興部町、西興部村及び雄武町からの総排出量は、

11,474 トンで、総資源化量は 3,101 トン、リサイクル率は 27.0%である。 

 中間処理による減量化量は、6.188 トンであり、発生量の 53.9%が減量化されている。

また、排出量の 19.3%が埋立に回っている。ただ、埋立量が多いのは、雄武町が最終処分

場に余裕があるため、満杯になるまで（令和 8年頃）資源ごみを除いて直接処分する方針

であることから処分量が大きくなっている。結果として、発生ごみ量の 19.0%にあたる

2,185 トンが最終処分されている。 

 

図 2.1 一般廃棄物の処理フロー 

（出典：環境省一般廃棄物処理実態調査より整理） 

（2）生活排水処理の状況  

今回の計画対象となる紋別市、滝上町、雄武町の生活排水処理の現状及びし尿・汚泥等

の排出量及び処理内訳は、図 2.2 の通りである。生活排水処理対象人口は、全体で 29,248

人であり、水洗化人口は 25,243 人、汚水処理衛生処理率は 86.3%である。し尿発生量は、

2,651kl/年、浄化槽汚泥発生量は、1,010kl/年であり、処分量（=収集・運搬量）は、

3,661kl/年である。 

 

集団回収量 総資源化量

0　t
3,101　t
27.0%

直接資源化量 処理後再生利用量

871　t
7.6%

2,230　ｔ
19.4%

処理残渣
3,973　t

排出量 計画処理量 中間処理量 34.6%

11,474　t
11,474　t

100%
10,161　t

88.6%
処理後最終処分量

減量化量 　 1,743　t

6,188　t 15.2%
53.9%

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量

0　t
442　t
3.8%

2,185ｔ
19.0%
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（出典：環境省一般廃棄物処理実態調査より整理） 

図 2.2 生活排水の処理フロー（平成 30年度） 

 

2）一般廃棄物等の処理の目標 

（1）ごみ処理の目標 

 本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表

2.1 のとおり目標値について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

表 2.1 地域の減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
（出典：環境省一般廃棄物処理実態調査より整理） 

4,005人 (13.7%)
非水洗化人口 し尿発生量

3,671人 (12.6%) 2,651kL/年

334人 (1.1%)

未処理人口

単独処理浄化槽

浄化槽汚泥発生量

1,010kL/年
総人口 合併処理浄化槽等

29,248人 (100%) 975人 (3.3%)

コミュニティプラント

人 (.%)
処理人口

25,243人 (86.3%)
集落排水施設

人 (.%)

公共下水道

24,268人 (83.0%)

現状　（割合） 目標（割合）

事業系 総排出量 1,889トン            1,581トン (－16.3%)

1事業所当たりの排出量 1.13トン/事業所 0.75トン/事業所（-33.6%）

家庭系 総排出量 9,585トン           7,572トン  (-21.0%)

1人当たりの排出量 281㎏/人           267㎏/人  (-5.0%)

合計 排出量合計 11,474トン            9153トン (-20.2%)

871トン（7.6%） 1098トン(12.0%)

総資源化量 3,101トン（27.0%） 2,929トン(32.0%)

6,188トン（53.9%） 4,394トン(48.0%)

2,185トン（19.0%） 1,830トン(20.0%)

*1　排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合

*2　（1事業所当たりの排出量）=｛（事業系ごみの総排出量）-（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）

*3　（1人当たりの排出量）=｛（家庭系ごみの総排出量）-（家庭系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）

《指標の定義》

排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）[単位：トン]

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン]

熱回収量：熱回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：MWｈ]

減量化量：中間処理量と処理後の残渣量の差[単位：トン]

最終処分量：埋立処分された量[単位：トン]

（令和8年度）

排出量

再生利用量

直接資源化量

指標・単位
（平成30年度）

減量化量

最終処分

中間処理による減量化量

埋立最終処分量
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図 2.3 計画目標年度の一般廃棄物処理フロー 

 

（2）生活排水処理の目標 

 生活排水処理については、表 2.2 に掲げる目標の通り、合併処理浄化槽の整備等を進め

るほか、公共下水道人口の減少に伴い汲み取りし尿及び浄化槽汚泥の下水道処理施設への

全量投入を計画していく。 

 

表 2.2 計画地域の生活排水処理の実績と目標 

 

（平成 30年度実績：出典：環境省一般廃棄物処理実態調査より整理） 

集団回収量 総資源化量

0　t 2,929 t

直接資源化量 処理後再生利用量 32.0%

1,098　t
12.0%

1,831　ｔ
20.0 %

処理残渣

2,929  t
32.0%

排出量 計画処理量 中間処理量

9,153　t
　9,153 t

100%
7,323　t
80.0%

処理後最終処分量

1,098 t
12.0%

減量化量

4,394　t
48.0%

　

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量

0　t
732　t
8.0%

1,830 t
20.0%

農業集落排水処理施設等 0 人 (0.0%) 0 人 (0.0%)

処理
形態別
人口

し尿
汚泥
の量

(5.1%)

(9.2%)

項　　　目 平成30年度実績 令和8年度目標

人 人公共下水道 24,268 21,064 (85.8%)

人人

人 人

人 人24,544

2,224

1,256

キロリットル/年

キロリットル/年 キロリットル/年

キロリットル/年 キロリットル/年

1,719

1,098

2,817合計

合併処理浄化槽

未処理人口

合計

汲取りし尿

浄化槽汚泥量

3,661

(83.0%)

(3.3%)

(13.7%)

975

4,005

29,248

2,651

1,010

キロリットル/年
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3 施策の内容 

3.1 廃棄物に関する施策 

1）紋別市の施策 

紋別市では、発生抑制・再使用の推進を図るため、以下の施策を推進していく。 

（1）有料化 

平成１５年７月に有料化を開始し、平成 25 年の新たな分別区分（処理方法変更により、

「混合ごみ」から「燃やすごみ」・「燃やさないごみ」とした）に伴いごみ処理手数料を改定

（1 リットルにつき１．５円から 2 円に改定）した。また、事業系一般廃棄物については、

従量制により課金し、直接納入方式により処理料金を徴収している。 

 

（2）環境教育、普及啓発 

市民に対しては、ごみ減量化やリサイクル推進の啓発として、ごみ分別便利帳の配布やホ

ームページ・広報等で周知を図っている他、町内会や各種団体の要請に応じて、ごみ分別出

前講座を実施している。 

 

（3）拠点回収方法による資源回収の推進 

本市では集団資源回収については実施していないが、市民が気軽にリサイクルに参加す

ることも大切であると考えていることから、ごみ減量化と有用資源回収を目的に、平成１９

年から廃食用油、平成２５年から小型家電の拠点回収を開始しており、今後も引き続きこれ

らの拠点回収を実施する。 

 

（4）プラスチックごみ削減の啓発 

世界的課題である海洋プラスチックごみは水産都市である本市にとっても喫緊の問題で

あり、次世代に豊かな海を引継ぐために海の環境を守る活動が必要であることから、「プラ

スチック・スマート」キャンペーン（環境省）や「“プラスチックとの賢い付き合い方”に

関する知事メッセージ」（北海道）の趣旨に賛同し、令和元年７月に、もんべつ港まつり会

場において、キックオフイベントとして「海ごみゼロ in もんべつ港まつり」と題して啓発

活動を実施し、環境省特設サイトにて取り組みを紹介した。 

さらに、市民に対して、プラスチック削減を海洋環境問題から提起するために、本市が開

催する北方圏国際シンポジウムにおいて、本年より、海洋プラスチック問題に関する市民公

開講座を開催し、今後も引き続き開催していくと共に、プラスチック削減やリサイクルの啓

発・推進を図っていく。 
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（5）市民との協働によるリユースの推進 

本市では、昭和５０年から市民が不要になった家庭用品を市に登録して広報で紹介し、登

録品が必要な市民に無償譲渡の仲介を行う「リサイクルバンク」を実施していたが、この事

業を拡充強化すべく、本年１０月に「リユースバンク」に改称すると共に、住民サービス向

上及び環境負荷が少ない循環型社会の形成を目的に、クラシファイドサイト運営会社（株式

会社ジモティー）と協定を締結して、迅速かつ円滑な市民のリユース参加の支援体制を整備

した。今後については、リユースバンクの市民への一層の浸透を図り、リユースの推進をし

ていく。 

 

2）滝上町の施策 

滝上町では、ごみの減量化やリサイクルを推進し、環境への負荷を低減するため、以下の

施策を実施している。 

（1）家庭ごみの出し方 3原則の周知ということで、「しっかりと分別して」、「指定ごみ袋

で」、「決められた日時で」の広報を行っていく。 

 

（2）始めようスリムな暮らし「4R」を合言葉に、リデユース・リユース・リサイクル・

リフューズを心がけることを広報している。 

 

3）興部町の施策 

 與部町では、以下に示す補助制度を設け、積極的にごみ減量化を推進している。 

（1）ごみ減量化対策補助制度を設け、町内に居住している人が「生ごみ堆肥化容器」、「生

ごみ処理機」、「生ごみ破砕機」を購入する場合、補助制度が利用できる。 

 

（2）環境活動推進事業奨励金制度を設け、「資源回収事業」、「学習事業」、「パトロール事

業」、「清掃事業」の活動を行った自治会あるいは団体に対して奨励金を支給する施

策である。 

 

4）西興部町の施策 

 西興部村では、ごみの減量化やリサイクルを推進するため、以下の内容を広報している。 

（1）ごみを減らすための 3つの工夫として 3R運動の実践を呼びかけている。 

 

（2）私たちにできるごみの減らし方として生ごみの堆肥化利用を呼び掛けている。 

 

5）雄武町の施策 

 雄武町では、ごみの排出抑制のため、以下の施策を推進している。 

（1）清掃活動推進員による野外清掃活動に対する支援を行う。 
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（2）町広報紙やホームページにおいて町の取り組みを知らせることでごみの減量に向け

た啓発を行う。 

 

（3）学校や地域社会の場において、出前授業や処理施設の見学などを通じた環境教育に

取り組む。 

 

（4）住民団体等を通した集団回収の促進を図る。 

 

（5）事業者に対して食品廃棄物の削減を要請する。 

 

3.2 生活排水に係る施策 

1）紋別市 

 紋別市では、快適で衛生的な生活環境のため、生活排水処理に関して以下の主要施策を掲

げている。 

（1）公共下水道の整備として未整備地区への管渠の布設、アクアセンターの整備、合流

式下水道の改善を行う。 

 

（2）水洗化の普及と経営健全化として下水道の必要性・有効性の啓発と事業の経営効率

化を行う。 

 

（3）合併浄化槽の普及促進として合併浄化槽の有効性の啓発と補助制度の周知を図り、

導入している家庭に対して適正な維持管理の支援を行う。 

 

2）滝上町 

 滝上町では、生活排水処理の基本方針として下水道への接続の向上を図り、下水道処理区

域外では、合併浄化槽の設置を指導している。 

（1）住民意識の向上を図るため、町のホームページ、パンフレットやポスター、広報等

により啓発活動を継続する。 

 

（2）台所の 3角コーナーや微細目ストレーナー等による生活排水の汚濁物質削減方法の

周知を図る。 

 

（3）町内居住者が合併浄化槽設置を行う場合、設置費に関して補助金を交付金する。 
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3）雄武町 

 雄武町では、公共水域の水質を保全することを目的に以下の施策を実施している。 

（1）公共下水道の処理区域内においては、下水道未接続世帯に対し水洗化の普及を推進

する。 

 

（2）合併処理浄化槽の設置及び維持管理費用の補助金の交付を継続する。 

 

（3）し尿及び浄化槽汚泥の処理については、興部町及び西興部村との共同処理施設の整

備について検討を進める。 

 

2）処理体制 

（1）生活系ごみの処理体制の現状と今後 

 分別区分及び処理方法については、表 3.1 のとおりである。 

 家庭ごみについては、平成１２年１０月の紋別リサイクルセンター（資源ごみ選別施設）

供用開始により、容器包装ごみ・缶類・古紙類のリサイクル推進が図られ、平成２５年４月

の西紋別地区広域ごみ処理センター（焼却・破砕選別・最終処分）供用開始により現在の分

別区分となり、焼却時に発生する熱を回収し温水利用を図るサーマルリサイクル、不燃ごみ

の破砕選別による鉄・アルミニウムの回収によるリサイクルを図っている。 

 今後は、現有の紋別リサイクルセンター老朽化と共に、設備機器類の性能低下や安全性の

確保が困難となってきていること、容器包装リサイクル法完全施行前に設計されているこ

ともあり、厳格化されてきた容器包装ごみの引取基準への対応が非常に困難となっている

ことから、これらの問題に対応すべく容器包装等のリサイクル施設の新設を行う。 

 

（2）事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

 事業系一般廃棄物については、家庭ごみの分別区分に準じ処分を行うが、資源ごみのうち、

容器包装プラスチック類など産業廃棄物に該当するもの、古紙類についての受入は今後も

行わない。 

 

（3）生活排水処理の処理体制の現状と今後 

 公共下水道の整備計画がない地区については、合併処理浄化槽への転換への啓発及び助

成を行うと共に、生し尿及び浄化槽汚泥については、西紋別地区環境衛生センター（し尿処

理施設）及び紋別アクアセンター（下水道施設）で処理を行っているが、令和３年４月より、

滝上町分を含め紋別アクアセンターで下水道汚泥との一元処理を行う予定である。なお、雄

武町・興部町・西興部村については、雄武町下水道処理施設での下水道汚泥との一元処理を

行う予定である。 
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（4） 今後の処理体制の要点 

 今後の処理体制に係る要点は、次の通りである。 

・これまでのとおり、紋別市を事業主体として西紋４町村の資源ごみの処理委託を受け、

容器包装ごみ等を処理する紋別リサイクルセンターを更新し、容器包装ごみの引渡し

品質を向上させると共に、残渣量を低減して資源化量の増加を図る。 

・雄武町を除く４市町村の可燃ごみ・不燃ごみ・粗大ごみを広域処理している西紋別地

区広域ごみ処理センター（事業主体：西紋別地区環境衛生施設組合）については、今

後も一般廃棄物の適正処理に努め、雄武町の参加（一部ごみ）について協議を進める。 

・各市町村が独自に行っている、生ごみの有効活用や資源ごみ等の処理については、今

後も各市町村が継続する。 

・生し尿及び浄化槽汚泥を処理してきた西紋別地区環境衛生センターは、令和３年～５

年において解体し、紋別市及び雄武町の下水道処理施設で下水道汚泥と一元処理を行

い、２施設での広域的処理を行う予定。 
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表 3.1 各自治体の分別区分と処理方法（現状に変更なし） 

 

 

 

 

 



13 
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3）処理施設等の整備 

（1）廃棄物処理施設 

 容器包装リサイクル法に沿った従来からの適正処理を継続するため、表 3.2 に示すとお

りの施設整備を行う。 

 

表 3.2 整備を予定している廃棄物処理施設 

事業

番号 

整備施設種類 

施設名 

事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靭化 プラ要

件化の

経過措

置の適

用事業 

1 マテリアルリサイクル

推進施設 

(仮)紋別リサイクルセ

ンター 

プラスチック類資源化

施設 

マテリアルリサ

イクル施設整備

事業 

10 トン/日 紋別市  

R5～R7 

紋別市強靭

化計画 

 

 

○ 

(整備理由) 

マテリアルリサイクル及びプラスチック使用製品廃棄物の分別・再商品化実施のため 

 

整備理由（施設整備の緊急性） 

1 市 3町 1村の資源ごみを集約してきた紋別リサイクルセンターは、施設建設後、既に

20 年を経過することから施設の老朽化の進行と容器包装廃棄物の構成の変化により、「そ

の他プラスチック製容器包装」の選別能力の向上と老朽化設備の更新を早期に図る必要

が生じている。 

 

（2）合併処理浄化槽の整備 

 合併処理浄化槽への転換への啓発を行うとともに、汲み取りし尿及び浄化槽汚泥の下水

道投入量を増加させていく方向で検討する。 

 

表 3.3 予定している合併浄化槽整備 

自治体名 事業名 直近の整備済み

基数（基） 

H29 年度 

整備計画 

基数 

(基) 

整備計

画人口 

(人) 

事業期間 国土強靭化 

紋別市 浄化槽整備設

置事業 

171 50 150 R3～R7 年度 紋別市強靭化計画 

滝上町 浄化槽整備設

置事業 

49 15 60 R3～R7 年度 － 

雄武町 浄化槽整備設

置事業 

45 50 340 R3～R57 年度 雄武町強靭化計画 

注)実績値は各自治体の循環社会形成推進事業実施計画より 
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4）施設整備に関する計画支援事業 

 3）の施設整備に先立ち、表 3.4 の通りの計画支援事業を行う。 

 

表 3.4 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

31 容器包装廃棄物リサイクル施

設整備に係る基本設計等調査

事業 

基本計画・基本設計・実施設計、

地質調査、測量 

R3～R4 

容器包装廃棄物リサイクル施

設整備に係る生活環境影響調

査事業 

生活環境影響調査 R4 

 

 

5）その他の施策 

 その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

（1）行政による減量化・資源化、グリーン購入等の推進 

 行政による減量化・資源化、グリーン購入等の主な対策を以下に示す。 

 ①事務用品・コピー用紙は、引き続き再生品あるいは、再生が可能な商品を利用する。 

 ②庁舎内で古紙等の資源回収を推進し、減量化行動を実施する。 

 ③公共施設内で容器包装品の回収ボックスを設置する。 

 

（2）災害廃棄物対策 

災害廃棄物対策指針（改定版、平成 30 年 3月 ）」によると、市区町村は、一般廃棄物に

ついての処理責任を有しており、地域に存在する資機材、人材、廃棄物処理施設や最終処分

場を最大限活用し、極力、自区域内において災害廃棄物処理に努めることとされている。 

本地域では、令和 2 年 2 月に北海道産業資源循環協会オホーツク支部と「大規模災害発

生時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定」を締結しているが、実施マニュアル

等を整備する必要がある。 

また、紋別市廃棄物埋立処分場の跡地利用として、災害廃棄物分別仮置き場を予定してお

り、年次的に搬入道路の整備を進めているところである。 
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4 計画のフォローアップと事後評価 

1）計画のフォローアップ 

 紋別地域各市町村は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、

必要に応じて、各自治体、北海道及び国と意見交換をしつつ計画の進捗状況を勘案し、計

画の見直しを行う。 

２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果を取りまとめた時点で速やかに計画の

事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

 また、評価の結果を公表するとともに評価結果を次期計画策定に反映させるものとす

る。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じて計画を見直すも

のとする。 
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別添 1 対象地域地図 

 

図 構成市町位置図 
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リサイクルセンター 

紋別市廃棄物最終処分場 

紋別市役所 
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別添 2 目標の設定に関するグラフ等 

 

1. 廃棄物処理の目標 

 紋別市及び組合構成 3 町 1 村における廃棄物処理の目標を設定するにあたり、国、道の

減量化目標値を参考にする。 

 

2．将来人口 

今回、参考とする将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所の『日本の地域別将来推計

人口（平成 30(2018)年 3月推計）』のデータを使用して推計された推計値である。これによ

ると、紋別市、滝上町、興部町、西興部村、雄武町の総人口は 2020 年で 32,303 人であった

ものが 2025 年には、29,232 人に減少すると予測されている。減少率は、約 10%である。な

お、計画目標年度の 2026 年は、下表をもとに 28,628 人と設定する。 

表 2.1 将来人口の推計値 

 

 

 

 

 

出典：統計メモ帳（https://ecitizen.jp/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 人口の推移 

年度 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
紋別市 33,860 32,163 31,078 30,137 28,476 26,632 24,750
滝上町 5,673 5,026 4,499 4,084 3,799 3,366 3,028
興部町 6,628 6,320 5,695 5,277 4,965 4,589 4,301
西興部村 1,609 1,446 1,310 1,253 1,314 1,224 1,135
雄武町 7,041 6,567 6,357 5,976 5,778 5,507 4,939
計 54,811 51,522 48,939 46,727 44,332 41,318 38,153

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045
23,109 21,249 19,356 17,447 15,553 13,743 12,032
2,721 2,401 2,095 1,803 1,558 1,335 1,126
3,909 3,543 3,190 2,860 2,555 2,258 1,991
1,116 1,043 975 900 842 782 723
4,525 4,067 3,616 3,199 2,811 2,437 2,095

35,380 32,303 29,232 26,209 23,319 20,555 17,967

http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson18/t-page.asp
http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson18/t-page.asp
https://ecitizen.jp/


20 

 

3． 施設規模 

3.1 分別区分 

 各自治体のごみの分別区分については、本文「3．施策の内容」の「表 3.1 各自治体の分

別区分と処理方法」に示す。 

 

3.2 ごみ発生量と施設規模 

施設規模の算定にあたっては、上記の 2026年の人口を用い、ごみの排出原単位は、平成

30 年の実績値を用いる。ただし、一人一日当り 900g を超えている紋別市と西興部村につ

いては、北海道の指針に基づき 900g/人・日まで、削減したものとする。計画目標年度に処

理すべき廃棄物量を表 3.1に示す。 

 

表 3.1 計画目標年度に施設へ搬入される各品目 

 

 

 施設規模の設定にあたり、施設の稼働実績より稼働率を 0.7、変動係数を 1.18設定する。

この結果を表 3.7に示す。 

表 3.2 計画目標年度の要処理量及び規模 
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なお、新聞・雑誌等の紙類については、紋別市及び滝上町の総ごみ発生量の 12.1%(754.2 

t/年＋73.4 t/年＝827.6 t/年)が搬入されるものとし、年間平均排出量 2.23/日、稼働率

0.7、変動係数 1.18 とした場合、要処理量規模は 3.76t/日となる。これに、表 3.2 で示し

た施設規模 6.41/日を加算すると施設規模は、10.17t/日となり、10t/日の公称規模として

設計する。 
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別添 3 所有施設の概要 

事業体名：紋別市 

資源化施設 

施設名称 紋別リサイクルセンター 

所在地 北海道紋別市上渚滑 417-8 

延べ床面積 1,464.95m²（処理棟 1,222.48m²、管理棟 183.67m²、トラックスケー

ル棟 58.80m²） 

処理能力 9ｔ/日 （5 時間） 

処理方式 選別・圧縮減容 

稼働年月日 平成 12 年 10 月 

処理対象物 缶・びん・ペットボトル・段ボール・その他紙・その他プラ 

 

最終処分場 

施設名称 紋別市廃棄物埋立処分場 

所在地 北海道紋別市新生 170 番地から 173 番地の内、 

同所 181 番地から 184 番地、同所 189 番地の 2、同所 190 番地、同所

224 番地の 2、紋別市下渚滑 417 番地の内 

埋立面積 90,000ｍ² 

埋立容量 720,000ｍ³ 

埋立期間 昭和 52 年から令和 2年度 

埋立工法 サンドイッチ方式 

埋立地の種類 準好気性埋立 

埋立対象物 一般廃棄物（一般ごみ、粗大ごみ、資源化施設処理残渣） 

産業廃棄物（平成 19 年 2月より受け入れ停止） 

処理能力 浸出水処理施設 300ｍ³/日（日平均） 1,000ｍ³（日最大） 

処理方式 担体流動＋凝集沈殿＋消毒 
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事業主体：雄武町 

資源化施設 

施設名称 生ごみ粉砕分別施設 

所在地 北海道雄武町字中雄武 323 番地の 1 

延べ床面積 38.88m²） 

処理能力 5ｔ/日 

処理方式 粉砕・分別 

稼働年月日 平成 17 年 10 月 

処理対象物 生ごみ 

最終処分場 

施設名称 雄武町廃棄物最終処分場 

所在地 北海道雄武町字道有林 3-10 

埋立面積 24,600ｍ² 

埋立容量 83,744ｍ³ 

埋立期間 昭和 61 年から平成 38 年度 

埋立工法 サンドイッチ方式

埋立地の種類 準好気性埋立 

埋立対象物 可燃ごみ、不燃ごみ 

処理能力 浸出水処理施設 200ｍ³/日 

処理方式 生物処理＋凝集沈殿＋消毒 
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事業主体：西紋別地区環境衛生組合 

資源化施設 

施設名称 破砕選別施設 

所在地 北海道紋別市上渚滑 

処理能力 5ｔ/日  

処理方式 粉砕・分別 

稼働年月日 平成 24 年度 

処理対象物 粗大ごみ 

 

熱回収施設 

施設名称 熱回収施設 

所在地 北海道紋別市上渚滑 

処理能力 26t／日 （13t／日ｘ2炉） 

処理方式 準連続式焼却炉 

余熱利用計画 熱回収率 10% 

 

最終処分場 

施設名称 管理型最終処分場 

所在地 北海道紋別市上渚滑 

埋立容量 30,000ｍ³ 

埋立期間 平成 28 年度～平成 38 年度 

埋立地の種類 被覆型埋立地 

埋立対象物 可燃ごみ、不燃ごみ 
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様式１

（１）地域名
32,730人

(令和2年度末)
（3）地域面積

（5）地域の要件

組合を構成する市町村 設立（予定）年月日：　S51年4月1日設立

設立されていない場合、今後の見通し

2　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目標

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和8年度

事業系 2,172 2,234 2,218 2,244 1,889 1,850 1,581

1.01 1.11 1.19 1.27 1.13 1.07 0.75

家庭系 10,027 9,985 9,791 9,299 9,585 9,141 7,572

274 278 275 270 281 274 267

合計 12,199 12,219 11,948 11,672 11,474 10,991 9,153

1,099 1,066 1,034 964 871 899 1,098

3,879 3,723 3,524 3,337 3,101 3,081 2,929

熱回収量 0 0 0 0 0 0 0

中間処理による処分量 5,791 5,777 5,456 5,797 6,188 5,804 4,394

最終処分量 2,549 2,227 2,611 2,119 2,185 2,665 1,830

排出量

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

熱回収率（予定値）

1人当たりの排出量（kg/人）

事業系家庭系の排出量合計（トン）

減量化量（中間処理前後の量の差　トン）

埋立最終処分量（トン）

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表（令和２年度）

過去の状況・現状

2905.22㎞²（2）地域内人口紋別市及び西紋別区域4自治体

総排出量　（トン）

（4）構成市町村名

（6）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場合、当該組合の状況
（西紋別地区環境衛生組合）

紋別市、滝上町、興部町、西興部村、雄武町

紋別市、滝上町、興部町、西興部村、雄武町

1事業者当たりの排出量（トン/事業所）

総排出量　（トン）

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他
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一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標を以下に図示する。  

 

図 一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標 

 

3　一般廃棄物処理施設の現状と更新、廃止、新設の予定

(1)現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 形式及び処理方式 開始年月
廃止または休止

(予定)年月
解体(予定)年月

リサイクル施設 紋別リサイクルセンター 紋別市 選別・圧縮減容 9 t/日 H12.10 R8.3廃止予定 解体予定なし

最終処分施設 紋別市廃棄物最終処分場 紋別市 管理型処分場 720,000 m3 S52.4 R5.3廃止予定 R7閉鎖予定

リサイクル施設 雄武町生ごみ粉砕分別施設 雄武町 粉砕・分別 5 t/日 H17.10

最終処分施設 雄武町廃棄物最終処分場 雄武町 管理型処分場 83,744 m3 S61.4 R8.3廃止予定 R10閉鎖予定

リサイクル施設 西紋別破砕選別施設 西紋別地区環境衛生組合 破砕・選別 5 t/日 H24.12

熱回収施設 西紋別ごみ処理センター 西紋別地区環境衛生組合 準連続式焼却 26 t/日 H25.9

最終処分施設 最終処分場 西紋別地区環境衛生組合 管理型処分場 30,000 m3 H24.12

(2)更新(改良)・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 形式及び処理方式
竣工予定
年月日

更新(改良)・新設
理由

廃焼却施設の解体の有無
(解体施設の名称)

廃焼却施設解体事業
着手(予定)年月
完了(予定)年月

想定される深水深と対
策

プラスチック再商品
化を実施するための

施設整備事業
備考

リサイクルセンター (仮)紋別リサイクルセンター 紋別市 選別・圧縮減容 10 t/日 R7.3
広域処理のため

新設
なし 浸水が想定されない。 ○

備考

一部を倉庫として利用

処理能力(単位)

処理能力(単位)

想定される深水深と対策

浸水が想定されない。

浸水が想定されない。

浸水が想定されない。

浸水が想定されない。

浸水が想定されない。

浸水が想定されない。

浸水が想定されない。
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様式１

4 4 生活排水処理の現状と目標

指標・単位

5 5 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

公 共 下 水 道 汚水衛生処理人口 25,880 25,717

0コ ミ ュ ニ テ ィ プラ ント

23,462

83.6%

0

21,064

汚水衛生処理率

汚水衛生処理人口 0 0

83.4% 83.9% 80.6%

0 0 0

0.0% 0.0%

0 0 0

0.0%

循環型社会形成推進交付金事業実施総括表1　(令和元年度)

29,895 29,248 24,544

83.0% 85.8%

25,466 24,101 24,268

平成30年度 令和8

総人口 31,421 30,826 30,367

過去の状況・現状 目標

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 令和元年度

28,071

82.4%

0.0%

合 併 処 理 浄 化 槽 等 汚水衛生処理人口 821 800

0

汚水衛生処理率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1,256

集 落 排 水 施 設 等 汚水衛生処理人口 0 0

汚水衛生処理率 0.0% 0.0%

0.0%

0.0%

0

5.1%

833 901 975

0.0%

1,015

3.6%

0.0%

汚水衛生処理率 2.6% 2.6% 2.7% 3.0% 3.3%

2,224

施設種別 事業主体
現有施設の内容 整備予定基数の内容

備考
基数

浄化槽整備設置事業 紋別市 171 504 H18.3 50 継続

処理人口 開始年月処理人口 開始年月 基数

4,068未 処 理 人 口 汚水衛生未処理人口 4,720 4,309 4,005

150 R3 

継続浄化槽整備設置事業 雄武町 45 217 H24.4 50 340 R3 

R3 217 H13 継続浄化槽整備設置事業 滝上町 15 6049

4,893 3,594
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生活排水処理の現状と目標の見込みについて、トレンドグラフは以下となる。 

 

図 生活排水処理の現状と目標の見込み 
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様式2

単位 開始 終了 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

2,411,115 0 0 85,000 264,000 2,062,115 2,180,212 0 0 0 150,928 2,029,284

2,411,115 0 0 85,000 264,000 2,062,115 2,180,212 0 0 0 150,928 2,029,284

資源ごみ選別施設整備 1 紋別市 10 t/5H R5 R7  2,326,115 0 0 0 264,000 2,062,115 2,180,212 0 0 0 150,928 2,029,284

造成工事 1 紋別市 85,000 0 0 85,000 0 0 0

144,605 28,921 28,921 28,921 28,921 28,921 52,570 10,514 10,514 10,514 10,514 10,514

2 紋別市 50 基 R3 R7 44,500 8,900 8,900 8,900 8,900 8,900 19,850 3,970 3,970 3,970 3,970 3,970

3 滝上町 15 基 R3 R7 21,605 4,321 4,321 4,321 4,321 4,321 11,115 2,223 2,223 2,223 2,223 2,223

4 雄武町 50 基 R3 R7 78,500 15,700 15,700 15,700 15,700 15,700 21,605 4,321 4,321 4,321 4,321 4,321

59,257 13,563 25,784 0 4,917 14,993 25,157 13,563 11,594 0 0 0

31 紋別市 R3 R3 10,560 10,560 10,560 10,560

31 紋別市 R3 R3 1,463 1,463 1,463 1,463

31 紋別市 R3 R3 1,540 1,540 1,540 1,540

31 紋別市 R4 R4 11,594 11,594 11,594 11,594

紋別市 R4 R4 4,400 4,400

紋別市 R4 R4 9,790 9,790

紋別市 R5 R7 19,910 0 4,917 14,993

2,614,977 42,484 54,705 113,921 297,838 2,106,029 2,257,939 24,077 22,108 10,514 161,442 2,039,798合計

地質調査（上記に含む）

生活環境調査

造成設計

発注仕様書作成

施工監理業務

浄化槽設置整備

浄化槽設置整備

浄化槽設置整備

○施設整備に関する計画支援に対する事業

リサイクルセンター基本計画

用地測量(上記に含む)

交付対象事業費（千円）
交付期間

事業名称

○マテリアルリサイクルに関する事業

リサイクルセンタ－

○浄化槽に関する事業

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表2（令和７年度）

事業種別 事業
番号

事業主体
名称

規模
事業期間

総事業費（千円）
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【参考資料様式1】

施設概要(マテリアルリサイクル推進施設系)

都道府県名　北海道

(1)事業主体名 紋別市
(2)施設名称 (仮)紋別新リサイクルセンター
(3)工期 令和5年度～令和7年度
(4)施設規模 処理能力　10t／5h

①かん・びん・PET ：破袋後手選別、缶は圧縮処理、びんは、色ごとにカ
レットとして搬出、PETは圧縮・梱包して搬出
②プラスチック：容リプラ、製品プラを分別後梱包
③容リ紙：分別後梱包
④雑誌・新聞：ストックして搬出

(6)地域計画内の役割 資源回収・有効利用・減量・減容化
(7)廃焼却施設解体の有無 有　　　　無

（8）ストック対象物

・容器包装プラスチック類、製品プラスチックプラスチック類
・容器包装紙類
・ペットボトル
・缶（アルミ、スチール）
・びん（無色、茶、その他）
・新聞・雑誌

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合
①分別収集回収拠点の整備
従来の収集・運搬方式とし、分別は、「容器包装プラ」、「容器包装
紙」、「ペットボトル、缶、びん」に分別して収集・搬入する。
②小規模ストックヤードの整備
貯留ヤード棟内に（8）で示したスペースを確保する。
③プレス機、梱包機の整備
工場棟内に金属圧縮機、紙用ベーラー、プラスチック用ベーラーを導入す
る。
④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備
現時点で、導入の予定はない。

「灰溶融施設を整備する場合」
（10）スラグの利用計画 灰溶融施設は整備しない。

（１1）事業計画額

・合計事業費　2,411,115千円
(造成工事85,000千円含む)
・交付金事業費総額　2,180,212千円
・施設整備費　2,326,115千円

（9）容器包装リサイクル推
進施設の内訳

(5)処理方式

「ストックヤード」を整備する場合　(別棟：貯留ヤード棟）
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 北海道 

 

(1) 事業主体名 紋別市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
対象地域の生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の

改善を図るために、合併浄化槽の設置者に対し補助と貸付を実施する。 
(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 
※生活排水処理基本計画をもって地域計画

に代える場合に括弧書きで記載。 

令和3年度～令和7年度 
 

（令和元年度～令和5年度） 

(5) 事業対象地域の要件 
下水道事業計画区域以外の地域で、水道水源の流域、雑排水対策を推進する
必要のあると認められる地域 

(6) 事業計画額 交付対象事業費 19,850千円 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（150人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 50基（    150人分） 19,850 44,500 19,850 

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
50 基（150人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

19,850 44,500 19,850 
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 北海道 

 

(2) 事業主体名 滝上町 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
対象地域の生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の

改善を図るために、合併浄化槽の設置者に対し補助と貸付を実施する。 
(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 
※生活排水処理基本計画をもって地域計画

に代える場合に括弧書きで記載。 

令和3年度～令和7年度 
 

（令和元年度～令和5年度） 

(5) 事業対象地域の要件 
下水道事業計画区域以外の地域で、水道水源の流域、雑排水対策を推進する
必要のあると認められる地域 

(6) 事業計画額 交付対象事業費      11,115 千円 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（60人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 15基（    60人分） 11,115 21,605 11,115 

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
15 基（60人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

11,115 21,605 11,115 
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【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 北海道 

(3) 事業主体名 雄武町 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
対象地域の生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の

改善を図るために、合併浄化槽の設置者に対し補助と貸付を実施する。 
(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間） 
※生活排水処理基本計画をもって地域計画

に代える場合に括弧書きで記載。 

令和3年度～令和7年度 
 

（令和元年度～令和5年度） 

(5) 事業対象地域の要件 
下水道事業計画区域以外の地域で、水道水源の流域、雑排水対策を推進する
必要のあると認められる地域 

(6) 事業計画額 交付対象事業費      21,605 千円 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（340人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 基（       人分）    

6～ 7人槽 50基（    340人分） 21,605 78,500 21,605 

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
50 基（340人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

21,605 78,500 21,605 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名  北海道  

 

(1) 事業主体名 紋別市 

(2) 事業目的 リサイクル施設整備のため 

   

 

(3) 事業名称 

 

リサイクルセンター施設新

設基本計画業務 

 

 

生活環境影響調査 

 

 

 

 

 

(4) 事業期間 

※1 

令和3年度 令和4年度 

 

 

 

 

(5) 事業概要 

 

 

 

リサイクルセンターの処理

方式、環境保全計画、全体配

置計画、事業運営・維持管理

計画の策定 

10,560 千円 

用地測量調査 

1,463 千円 

地質調査 

1,540千円 

 

施設稼働に伴い発生する周

辺環境への影響評価 

11,594千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 総事業計画

額 ※1 

13,563千円 

うち、交付対象事業費 

13,563千円 

11,594千円 

うち、交付対象事業費 

11,594千円 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、

全体の工期、金額を括弧書きすること。 
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4－3 上下水道等の⾧期間にわたる機能停止 

【評価結果】 

（水道施設等の防災対策） 

○災害時においても給水機能を確保するため、老朽化した浄水場や配水管などの水道施設

の耐震化や施設更新を計画的に進める必要がある。また、今後、更新期を迎える施設につ

いては、今後の水需要などを考慮した施設の更新や維持管理など老朽化対策を促進する

ことが必要である。 

○水道施設が地震などにより被災した場合に備え、応急給水・応急復旧に係る体制の構築を

進め、危機管理体制の強化を図るとともに、水道施設の機能や特性を理解し、迅速な災

害対応を担う人材育成を行う必要がある。 

 

（下水道施設等の防災対策） 

〇災害時に下水道機能の早期回復を目的とした業務継続計画（下水道 BCP）の整備に

より災害時の危機管理体制を強化する必要がある。 

〇下水道施設の老朽化による事故の発生や機能停止等を未然に防止し、安全で快適な生

活を守るため、点検・調査から得られる老朽化した施設の異常箇所について、施設の重要

度を加味し、優先度の高いものから計画的に老朽化対策を進める必要がある。 

○下水道計画区域外においては、循環型社会形成推進交付金（浄化槽設置整備事業）

により合併浄化槽の設置を実施している。災害時に、生活排水等が公共用水域に流出す

ることを防止するためにも合併浄化槽の設置を進める必要がある。 

 

【指標（現状値）】 

■配水管更新（耐震管）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4,129m（R2） 

■応急給水、緊急連絡体制マニュアル修正・見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・ 実施済（R2） 

■下水道 BCP の策定状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 策定済（H30） 

■下水道ストックマネジメント計画の策定状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 策定済（H30） 

■汚水処理人口普及率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 83.90%（R2） 
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（水道施設等の防災対策） 

○災害時においても給水機能を確保するため、浄水場、配水池、配水管など水道主要施設

の耐震化や浸水対策に加え、今後の水需要などを考慮した施設の更新や維持管理などの

老朽化対策を推進する。［町］ 

○災害時における水道施設の機能不全に備え、応急給水、応急復旧体制の整備を推進する。また、

水道関連団体等との連携による研修等を通じ、災害対応を担う人材の育成を行う。［町］ 

 

（下水道施設等の防災対策） 

○災害時に下水道機能の早期回復を目的とした業務継続計画（下水道 BCP）を随時更

新し災害時の危機管理体制を強化する。［町］ 

○下水道施設の老朽化による事故の発生や機能停止等を未然に防止するために点検・調

査を行い、施設の重要度や優先度の高いものから計画的に老朽化対策を実施する。［町］ 

○公共下水道事業計画区域外において生活排水等が公共用水域に流出することを防止す

るために、汲み取り・単独浄化槽から合併処理浄化槽への転換を推進する。［町］ 

 

指標 現状 目標 

配水管更新（耐震管） 4,129m（R2） 4,747m（R4） 

応急給水、緊急連絡体制マニュアル修正・

見直し 

実施済み（R2） 毎年実施 

下水道 BCP の策定状況 策定済（H30） 必要に応じて変更 

下水道ストックマネジメント計画の策定状況 策定済（H30） 必要に応じ変更 

汚水処理人口普及率 83.90%（R2） 88.90%（R7） 
 

推進事業 

・社会資本整備総合交付金事業（下水道事業） 

・防災・安全交付金（下水道事業） 

・下水道防災事業費補助 

・循環型社会形成推進交付金（浄化槽設置整備事業） 

・簡易水道等施設整備費国庫補助金 

・生活基盤施設耐震化等交付金 

・上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金 

4－3 上下水道等の⾧期間にわたる機能停止 
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【 別 表 】 
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【 別表 】 雄武町強靭化のための推進事業一覧 

所管課 事業名 
対象地域 
箇所名 

対応する 
リスクシナリオ 

住民生活課 
循環型社会形成推進交付金 
（浄化槽設置整備事業） 

雄武町公共 
下水道区域外 

4-3 

 雄武斎場設備更新事業 雄武斎場 1-1 

 
最終処分場浸出水処理施設維持管理
事業 

最終処分場 1-1 

 地域ぐるみ防災推進事業（備蓄倉庫） 雄武町全域 2-1 

 自治会運営補助事業 雄武町全域 1-3 

産業振興課 
農業農村基盤整備事業 
（中山間地域等直接支払制度） 

雄武町全域 4-2 

 
農業農村基盤整備事業 
（環境保全型農業直接支払制度） 

雄武町全域 4-2 

 
農業農村基盤整備事業 
（畜産担い手育成総合整備事業（再編
整備型事業）） 

雄武町全域 4-2 

 
農業水路等⾧寿命化・防災減災事業 
（基幹水利施設管理事業） 

雄武町全域 6-1 

 
農業農村基盤整備事業 
（多面的機能支払制度） 

雄武町全域 6-1 

 
農業農村基盤整備事業 
（国営緊急農地再編整備事業雄武丘
陵地区） 

雄武町全域 
1-4 
4-2 

 海岸保全施設整備事業 雄武町全域 1-3 

 水産流通基盤整備事業 雄武・沢木漁港 4-2 

 水産物供給基盤機能保全事業 
雄武・沢木・幌

内漁港 
4-2 

 水産生産基盤整備事業 幌内漁港 4-2 
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